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「北区デジタル化等支援事業」支援業務委託（単価契約分） 仕様書 

 

１ 件名 

 「北区デジタル化等支援事業」支援業務委託（単価契約分） 

 

２ 目的 

 区内中小企業者のデジタル化及び DX（以下「デジタル化等」という。）推進を支援する

ため、デジタル化等に関するセミナーの開催、デジタル化等を希望する中小企業者への人

員の派遣による伴走支援等を実施することにより、中小企業者の生産性向上及び新たな

ビジネスの創出を通じた企業競争力の強化を図り、もって区内産業の活性化を推進する

ことを目的とする。 

 

３ 履行期間 

令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで 

 

４ 履行場所 

産業振興課指定場所 

 

５ 業務内容 

（１）実施計画の作成等 

  受注者は、履行期間開始後速やかに事業の実施スケジュールを作成し発注者に提出す 

るとともに、発注者の指示があったときは内容を更新すること。  

受注者は、業務を円滑に履行するために、本事業と同等のプロジェクトマネジメントの

経験がある業務責任者を置くものとし、受注者は事前にプロフィール等を明記した職務

経歴書を発注者に提出すること。 

（２）セミナー開催 

デジタル化等の推進に関心のある中小企業者を対象に、有識者等によるデジタル化等 

に関する基本的な知識や最新の動向に関する内容の講義及び先行してデジタル化等を取

り組む中小企業者に関する事例紹介を含むセミナーを実施する。なお、北区デジタル化等

支援事業の周知及び伴走支援事業者募集も合わせて実施すること。 

 ア 開催時期は令和７年５月下旬頃とし、具体的な日程は発注者と協議のうえ決定する。 

 イ 開催形式は Zoom を使用したオンライン方式及び対面方式による、ハイブリッド方

式により開催する。 

 ウ 受注者は、セミナーに係る以下の業務を行うこと。 

  ①講師及び先行事例の発表をする中小事業者や専門家等を発注者と協議の上、招へい

すること。 
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 講師は以下の要件を全て満たす者とする。 

・企業のＩＴ導入及び運用に係る支援の実務経験を５年以上有していること。 

・最新のデジタルツールに精通した者であること。 

②セミナーの募集案内及び北区デジタル化等支援事業周知の内容を含むチラシを

3000 部作成し、セミナー実施の１ヵ月前までに発注者に納品する。内容について

あらかじめ発注者にデータを提出し校正を行ったうえで、Ａ４サイズのコート紙を

使用してカラー印刷する。なお、内容確定時にＰＤＦデータを発注者に提供する。 

  ③当日必要な人員や機材の手配、開催準備、当日配布資料の印刷、開催当日の設営作業、

運営・進行管理、撤収作業及び事後処理を行うこと。 

  ④会場が必要になる場合、会場使用料は受注者が負担する。ただし、発注者の施設を用

いる場合、施設使用料及び付帯設備使用料は発注者が負担する。 

  ⑤配信に必要な機材、ツールの使用料、通信料は受注者が負担する。 

  ⑥講師謝礼が発生する場合は受注者が負担すること。 

  ⑦セミナー終了後に、セミナーの満足度等及び伴走支援事業参加希望の有無等に関す

るアンケートを実施する。アンケートの内容は、受注者がセミナーの２週間以上前に

案を提示し、協議の上決定する。 

  ⑧セミナー終了後、アンケート調査の結果を集計し、開催の終了後１カ月以内に集計結

果を作成し発注者へ提出する。 

     

（３）デジタル化等伴走支援 

区内中小企業者のデジタル化等支援のため、デジタル化等に係る専門知識を持った専

門家を派遣し、伴走支援を実施する。支援事業者の相談に応じながら、現状把握から課題

整理、中長期的な視点及び全体像をもった解決策等を提案書として支援事業者に提示す

ること。 

ア 支援事業者は５者程度、支援回数は最大 10 回とし、スケジュールは支援事業者と協

議の上決定する。 

イ 本事業の対象となる中小企業者は、以下の通りとする。 

ウ 本事業の支援事業者となる中小企業者は次のいずれかに該当する者とする。 

①中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条１項に規定する中小企業者 

②医療法人・社会福祉法人（常時使用する従業員の数が 300 人以下の者） 

③財団法人（一般・公益）、社団法人（一般・公益）（中小企業基本法第２条１項の業種

分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模以下の者） 

④特定非営利活動法人（中小企業基本法第２条１項の業種分類に基づき、その主たる業

種に記載の従業員規模以下の者） 

エ 支援事業者は次のいずれにも該当するものとする。 

①法人の場合は区内に本社又は主たる事業所を有すること、個人事業者の場合は区内
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に住所又は主たる事業所があること。 

②原則として、区内において引き続き１年以上事業を営んでいること。 

③直近の法人都民税又は特別区民税・都民税を滞納していないこと。 

オ 支援事業者の選定は、申込書及び面談等により発注者と受注者で協議のうえ決定す

る。 

カ 専門家は以下の要件を全て満たす者とする。受注者は事前に専門家のプロフィール

等を明記した職務経歴書及び支援実績の一覧表を提出すること。専門家の選定の際は、

必要に応じて発注者が立ち合いの上、専門家の面談を実施する。 

①企業のＩＴ導入及び運用に係る支援の実務経験を５年以上有していること。 

②最新のデジタルツールに精通した者であること。 

キ 専門家は５名程度とし、原則として１事業者に派遣する専門家は１名とする。支援事

業者が専門家の数を超えた場合は、１名が複数事業者を担当することとする。支援事業

者及び専門家のスケジュールその他の事情により専門家を変更する場合は、継続した

支援の実施に十分な引継ぎ等を行う。 

ク 専門家への報酬は１人につき１回あたり 24,000 円程度とする。1 回あたりの時間

数は 2 時間程度とする。 

ケ 原則現地訪問とし、進行状況等に応じてオンラインでの面談も可とする。 

コ 伴走支援実施ごとに１週間以内に実施内容（デジタル化等の内容、支援の日時、回数

及び内容、支援の結果及び全体の進捗状況、次回の支援日程等）をまとめた報告書、当

日使用した資料（支援事業者から提出があったものと支援員から提出したものと双方）

のスキャンデータを発注者へ提出し、最後の伴走支援実施後には専門家が作成した提

案書を発注者及び支援事業者へ提出することとする。作成に当たっては発注者の作成

した様式を使用すること。 

 

（４）支援対象となる区内事業者の募集業務 

  伴走支援の支援事業者５社を目標とし、支援対象となる事業者を効率的に集めること

ができるよう募集の業務を行うこと。 

 

（５）事例集作成 

  区内中小企業者のデジタル化等推進の足掛かりとするため、支援事業者の会社概要、設

定した課題、課題に対する方策、支援を受けての感想等を掲載した事例集を作成し、３月

末までに発注者に納品する。作成様式は発注者と協議の上決定する。 

 

６ 実績 

 受注者は中小企業のデジタル化等に関する支援について、官公庁等での実績を有するこ 

ととする。 
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７ 業務スケジュール（予定） 

 以下の業務スケジュールを予定しているが、実際のスケジュールは、状況により変更とな 

ることがあることに留意すること。 

   令和７年４月～６月：デジタル化等伴走支援の支援事業者募集 

令和７年５月：セミナーの実施 

   令和７年７月：デジタル化等伴走支援の支援事業者の選定 

   令和７年８月～令和８年２月：デジタル化等伴走支援実施 

   令和８年３月：事例集作成 

    

８ 業務完了報告書の作成 

 事業終了後、事業実施報告書を作成し、３月末までに納品する。 

 

９ 専門家との連携 

 本事業実施にあたって、発注者が別途選任するデジタル化等支援事業アドバイザーと連

携し、業務を遂行する。 

 

１０ 支払い 

月々の委託完了届の提出・確認後、請求書の提出をもって支払う。 

支払金額は契約単価に確定数量を乗じ、消費税を加えた額とする。ただし、１円未満は切

り捨てとする。 

 

１１ 個人情報の取り扱い 

本件業務委託に係る個人情報の取り扱いについては、別添の「東京都北区個人情報その他

の情報資産を取り扱う契約の特記事項」を遵守すること。 

 

１２ その他 

（１）当該業務に関連する法令（労働基準関係法令等）について遵守すること。 

（２）受注者は、業務遂行中、不測の事故等が発生した場合には、直ちに発注者へ連絡する

とともに、適切な処理を行わなければならない。 

（３）成果物及び付属品に含まれる第三者の著作権、著作権に付随する著作者人格権の不行

使及びその他の権利についての交渉・処理は、受注者が納品前に処理を行うこととし、

その経費は契約金額に含むこと。 

（４）一部業務が延期又は中止となった場合、双方協議の上、契約変更ができる。 

（５）本仕様書に記載のない事項及び疑義がある事項については、発注者と事前に協議し、

その指示に従うこと。 
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特約－1－ 
 

東京都北区における契約に関する特約 

 

（総則） 

第１条 この特約は、この特約が添付される契約と一体をなす。 

（用語の定義） 

第２条 この特約において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところと

する。 

（１） 発注者 東京都北区をいう。 

（２） 受注者 東京都北区との契約の相手方をいう。受注者が共同企業体であるときは、

その構成員すべてを含む。 

（３） 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴力団対策法」

という。）第２条第２号に規定するもの。 

（４） 暴力団員等 暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなく

なった日から５年を経過しない者。 

（５） 不当要求行為等 

ア 暴力行為、脅迫行為又はこれらに類する行為 

イ 威圧的又は乱暴な言動により嫌悪感を与える行為 

ウ 正当な理由なく面会を強要する行為 

エ 正当な権利行使を仮装し、又は社会的常識を逸脱した手段により金銭又は権

利を不当に要求する行為 

オ 前各号に掲げるもののほか、作業現場の秩序の維持、安全確保又は作業の実

施に支障を生じさせるもの 

（６） 法人の役員若しくは使用人 個人事業主、法人の代表者及び法人の役員（役員と

して登記又は届出されてないが実質上経営に関与している者を含む。）又は支店若し

くは営業所を代表する者及び直接雇用契約を締結している正社員。 

（受注者が暴力団員等であった場合の発注者の解除権） 

第３条 発注者は、受注者が各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除すること

ができる。 

（１） 法人の役員若しくは使用人が暴力団員等であるとき、又は暴力団員が経営に実質

的に関与していると認められるとき。 

（２） 法人の役員若しくは使用人がいかなる名義をもってするか問わず、暴力団員等に

対して金銭、物品、その他の財産上の利益を与え、又は便宜を供与するなど、暴力

団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

（３） 法人の役員若しくは使用人が自社、自己もしくは第三者の不正な利益を図り、又

は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団等を利用するなど
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特約－2－ 
 

していると認められるとき。 

（４） 法人の役員若しくは使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるよう

な関係を有していると認められるとき。 

（５） 法人の役員若しくは使用人が、自ら契約する場合において、その相手方が前各号

のいずれかに該当するものであることを知りながら契約したと認められるとき。 

２ 受注者が前項各号のいずれかに該当したときは、発注者が契約を解除するか否かにか

かわらず、受注者は、契約金額の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定

する期間内に支払わなければならない。 

３ 前項の規定は、この契約の履行が完了した後も５年間適用する。 

４ 第１項に規定する場合において、受注者が共同企業体であり、既に解散しているとき

は、発注者は受注者の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の請求をするこ

とができる。この場合において、受注者の代表者であった者又は構成員であった者は、

連帯して支払わなければならない。 

（反社会的勢力を排除するための連携） 

第４条 発注者及び受注者は、警察と連携し、この契約に関与又は介入しようとする反社

会的勢力を排除するために必要な情報交換又は捜査協力等を行うものとする。 

（不当要求行為等を受けた場合の措置） 

第５条 受注者は、この契約の履行にあたり、以下の事項を遵守しなければならない。 

（１） 本件契約に関して、不当要求行為等を受けた場合は、毅然として拒否し、その旨 

を速やかに発注者に報告するとともに、警察に届け出ること。 

（２） 下請業者又は工事関係業者がある場合、不当要求行為等を受けたときは、毅然と 

して拒否し、受注者に速やかに報告するよう当該下請業者等を指導すること。下請 

業者等から報告を受けたときは、速やかに発注者に報告するとともに、警察に届け 

出ること。 

（３） この契約に関して受注者の下請業者又は工事関係業者がある場合、受注者は、下 

請契約等の締結に際して、第３条第１項及び第５条第１項により受注者が遵守を求 

められていると同様の内容を規定しなければならない。 

２ 受注者が前項の報告、届出等を怠ったときは、発注者は状況に応じて契約解除、入札

参加除外措置又は違約金の請求など必要な措置を講じることができる。下請業者又は工

事関係業者が報告を怠った場合も同様とする。 

３ 第３条第２項から第４項までの規定は、前項の場合に準用する。 
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(令和 6 年 4 月改正版) 

東京都北区個人情報その他の情報資産を取り扱う契約の特記事項 
 

受注者は、委託契約、賃貸借契約、役務の提供に関する契約等個人情報その他の情報

資産を取り扱うすべての契約を締結するに当たり、個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）、個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（行政機

関等編）（令和４年１月個人情報保護委員会発）（以下「ガイドライン」という。）、

北区情報セキュリティ基本方針に関する規程（平成１６年３月２５日区長決裁東京都北

区訓令甲第５号）、北区情報セキュリティ対策基準（平成１６年３月２６日区長決裁１

５北区区第８１４号）及び発注者が指示する、北区情報セキュリティ実施手順（全庁共

通編）（令和３年３月23日区長決裁２北政情第4049号）並びに本契約による業務を主

管する課の情報セキュリティ実施手順を遵守しなければならない。 

 

（秘密保持義務）  

１ 受注者は、この契約の履行により直接又は間接に知り得た個人情報（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

第２条第８号に規定する特定個人情報を含む。以下同じ。）その他の情報資産（以下「情

報資産」という。）を、第三者に漏らしてはならず、従事者への周知徹底を図らなくて

はならない。また、契約期間満了後も同様とする。  

 

（再委託の禁止）  

２ 受注者は、この契約による業務を原則第三者（子会社を含む。）に再委託してはな

らない。ただし、附属業務についてやむを得ず再委託する必要があるときは、業務の着

手前に、次に掲げる書面を添えて再委託する旨を発注者に申請し、承諾を受けなければ

ならない。なお、受注者は、再委託先に対して本契約に基づく受注者と同等の義務を遵

守させるとともに、発注者に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任

を負うものとする。 

（１）再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再

委託先における安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び

監督の方法を明記した申請書 

（２）申請日前3箇月以内に発行された再委託先の履歴事項全部証明書 

（３）受注者に対して、再委託先が本特記事項を遵守する旨を誓約した書面の写し 

 

（目的外使用の禁止）  

３ 受注者は、情報資産をこの契約による業務の目的以外に使用してはならない。  

  

（外部提供の禁止）  

４ 受注者は、情報資産を第三者に提供してはならない。  

  

（複写、複製及び持ち出しの禁止）  

５ 受注者は、情報資産を発注者の許可なく複写、複製及び持ち出しをしてはならない。  

  

（引渡し）  

６ 発注者から受注者への情報資産の引渡しは、発注者の指定した職員が、指定した日

時及び場所において行い、受注者は、情報資産の預かり証を発注者に提出しなければな

らない。  

(裏面あり) 
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（保管及び管理）  

７ 受注者は、情報資産の保管及び管理について、善良な管理者の注意をもって当たり、

情報資産の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故を防止しなければならない。  

 

（教育の実施）  

８ 受注者は、本特記事項を受注者の従事者に遵守させるため、必要な教育を実施する

とともに、発注者が必要と認めるときは、その実施記録を適宜発注者に提出しなければ

ならない。 

 

（返還）  

９ この契約による業務を終了したとき又は発注者が情報資産の提出を請求したとき

は、受注者は、その保有する情報資産を直ちに返還しなければならない。なお、返還に

当たっては、受注者が本契約の履行に当たり発注者から受け取った全ての情報資産を返

還した旨を記載する証明書を提出しなければならない。 

 

（廃棄）  

10 前項の規定にかかわらず、発注者が必要と認めるときは、受注者は、発注者の職

員の立会いの下、情報資産を廃棄しなければならない。  

 

（立入検査及び調査）  

11 発注者は、情報資産の管理状況について随時に立入検査又は調査をし、受注者に

対して必要な報告を求め、この契約による業務の処理に関して指示を与えることができ

る。  

 

（定期及び随時報告）  

12  受注者は、定期的に、及び発注者が求めたときは、情報資産の取扱いについて適

正な保管及び管理を実施している旨を発注者に対し報告しなければならない。なお、当

該契約が個人情報を取り扱う業務である場合は、受注者は、発注者が別に定める様式に

より、前記の状況を発注者に報告しなければならない。  

 

（事故報告）  

13  受注者は、情報資産の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故が生じたときは

直ちに発注者に対して通知するとともに、遅滞なくその状況を書面をもって発注者に報

告し、発注者の指示に従わなければならない。  

 

（受注者による再委託先の指導）  

14  第２項の定めに基づき発注者が承諾した再委託先がある場合は、受注者は再委託

先に第３項から第13項までについて同様の取扱いを求め、その履行を受注者の責任に

より管理監督するとともに、発注者の求めに応じて、その状況等を発注者に適宜報告す

ることとする。  

  

（損害賠償）  

15  受注者が第１項から前項までの義務に違反し、又は怠ったことにより、発注者が

損害を被った場合には、受注者は発注者に対しその損害を賠償しなければならない。   
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